株式譲渡承認議事録(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士・司法書士監修ですが、会社の定款・株式譲渡の内容に応じた修正が必要です。M&A関連・高額取引・事業承継等の重要案件では、必ず弁護士・司法書士のレビューを受けてください。
【株式譲渡承認議事録の性質と法的根拠】 株式譲渡承認議事録は、譲渡制限株式の譲渡について会社が承認の決議を行ったことを記録する書面です。決議機関は、取締役会設置会社では原則として取締役会、取締役会非設置会社では原則として株主総会となります(会社法第139条)。請求から2週間以内に承認・不承認の決定+通知をしないと、みなし承認となります(会社法第145条)。本テンプレートは取締役会議事録・株主総会議事録(書面決議含む)・承認通知書・買取通知書を含む完全セットです。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む株式譲渡承認関連書類のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 会社情報・譲渡内容・出席者を記入(青字部分・[ ]内を置換)
1. 議長・出席取締役の署名又は記名押印
1. 10年間本店で保管(会社法第371条・第318条)

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	主な対象

	メイン
	取締役会議事録(株式譲渡承認・通常開催)
	取締役会設置会社

	①
	臨時株主総会議事録(株式譲渡承認・通常開催)
	取締役会非設置会社等

	②
	臨時株主総会議事録(書面決議形式)
	株主全員同意の場合(会社法第319条)

	③
	取締役会議事録(書面決議形式)
	全取締役同意+定款規定あり

	④
	株式譲渡承認通知書
	承認後の請求者への通知

	⑤
	株式譲渡不承認通知書
	不承認の場合の請求者への通知




【メインテンプレ】取締役会議事録(株式譲渡承認・通常開催)

取 締 役 会 議 事 録
会社の正式名称(例:○○株式会社)の取締役会議事録は、下記の通りである。
開催要領
	項目
	内容

	開催日時
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日([○]曜日) [HH:MM]〜[HH:MM]

	開催場所
	当会社本店会議室([本店所在地])

	取締役の総数
	[○]名

	出席取締役数
	[○]名

	監査役の総数
	[○]名

	出席監査役数
	[○]名


出席者
	役職
	氏名

	代表取締役(議長)
	[氏名]

	取締役
	[氏名]

	取締役
	[氏名]

	取締役
	[氏名]

	監査役
	[氏名]


議長
代表取締役[氏名]は、本日の取締役会の議長を務める。
定刻、議長は出席状況を確認の上、本取締役会が当会社の定款及び会社法第369条の定足数を満たしていることを宣言し、議事に入った。
議事の経過及び結果
第1号議案:株式譲渡承認の件
議長は、当会社株主[譲渡承認請求者氏名]より、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で別添「株式譲渡承認請求書」が提出された旨を報告した。
譲渡の概要は次のとおりである。
	項目
	内容

	譲渡しようとする株式の数
	当会社[普通]株式 [○○○]株

	1株あたりの譲渡価額
	金[○○,○○○]円(任意)

	譲渡先(取得者)
	[取得者の氏名又は名称]

	譲渡先の住所
	[取得者の住所]

	譲渡承認請求書の提出日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	譲渡承認しない場合の対応
	買取請求の[あり/なし]


議長は、本件譲渡を承認することについて諮ったところ、慎重審議の結果、出席取締役全員(満場一致)で本件譲渡を承認することを可決した。
なお、会社法第139条第2項に基づき、承認決定後速やかに譲渡承認請求者に通知する旨を確認した。
その他
· 反対の意思を表示した取締役:なし
· 特別利害関係取締役:なし(該当時:[氏名]・本議案の決議に参加せず)
閉会
以上をもって、本日の議事を終了し、[HH:MM]、議長は閉会を宣言した。
上記の議事を明確にするため、本議事録を作成し、議長及び出席取締役・監査役は次の通り署名又は記名押印する。

令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称]
議長 代表取締役 [氏名] 印
出席取締役 [氏名] 印
出席取締役 [氏名] 印
出席取締役 [氏名] 印
出席監査役 [氏名] 印

【メインテンプレ(取締役会・通常開催)の留意点】 - 取締役会の定足数は過半数出席(会社法第369条) - 議決要件は出席取締役の過半数賛成 - 反対者・特別利害関係者の氏名を明示 - 10年間本店保管(会社法第371条)


【書式パターン①】臨時株主総会議事録(株式譲渡承認・通常開催)

臨 時 株 主 総 会 議 事 録
会社の正式名称の臨時株主総会議事録は、下記の通りである。
開催要領
	項目
	内容

	開催日時
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日([○]曜日) [HH:MM]〜[HH:MM]

	開催場所
	当会社本店会議室([本店所在地])

	当会社の発行済株式の総数
	[○○○]株

	議決権を有する株主の総数
	[○]名

	議決権を有する株主の議決権数
	[○○○]個

	出席株主の議決権数
	[○○○]個


出席役員
	役職
	氏名

	代表取締役(議長)
	[氏名]

	取締役
	[氏名]

	監査役
	[氏名]


議長
代表取締役[氏名]は、定款の定めに基づき、本日の臨時株主総会の議長を務める。
定刻、議長は出席株主の議決権数を確認の上、本臨時株主総会が普通決議の定足数(議決権の過半数)を満たしていることを宣言し、議事に入った。
議事の経過及び結果
第1号議案:株式譲渡承認の件
議長は、当会社株主[譲渡承認請求者氏名]より、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で「株式譲渡承認請求書」が提出された旨を報告した。
譲渡の概要は次のとおりである。
	項目
	内容

	譲渡しようとする株式の数
	当会社[普通]株式 [○○○]株

	譲渡先(取得者)
	[取得者の氏名又は名称]

	譲渡先の住所
	[取得者の住所]

	譲渡承認請求書の提出日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


議長は、本件譲渡を承認することについて諮ったところ、慎重審議の結果、出席株主の議決権数の過半数の賛成により、本件譲渡を承認することを可決した。
【決議結果】 - 賛成議決権数:[○○○]個(全体の[○]%) - 反対議決権数:[○]個 - 棄権議決権数:[○]個
閉会
以上をもって、本日の議事を終了し、[HH:MM]、議長は閉会を宣言した。
上記の議事を明確にするため、本議事録を作成し、議長及び議事録作成者は次の通り署名又は記名押印する。

令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称]
議長 代表取締役 [氏名] 印
議事録作成者 [氏名] 印

【パターン①(株主総会・通常開催)の留意点】 - 普通決議の要件:議決権過半数の株主出席+出席議決権過半数賛成(会社法第309条第1項) - 招集通知の発送(通常会日の1週間前まで・定款で短縮可) - 10年間本店保管(会社法第318条) - 株主全員同意の場合は書面決議が便利(パターン②)


【書式パターン②】臨時株主総会議事録(書面決議形式)
(株主全員の同意がある場合・会社法第319条)

臨 時 株 主 総 会 議 事 録(書 面 決 議)
会社の正式名称は、会社法第319条第1項の規定により、株主全員の書面による同意をもって、株主総会の決議があったものとみなされる旨を確認する。
決議事項
第1号議案:株式譲渡承認の件
当会社株主[譲渡承認請求者氏名]より、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で提出された「株式譲渡承認請求書」につき、下記の通り本件譲渡を承認する。
	項目
	内容

	譲渡しようとする株式の数
	当会社[普通]株式 [○○○]株

	譲渡先(取得者)
	[取得者の氏名又は名称]

	譲渡先の住所
	[取得者の住所]


同意の確認
本決議事項について、当会社の議決権を有する株主全員(株主[A]・[B]・[C]・・・・)から書面又は電磁的記録による同意を取得した。
	株主氏名
	議決権数
	同意日

	[株主A]
	[○○○]個
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	[株主B]
	[○○○]個
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	[株主C]
	[○○○]個
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


みなし決議成立日
令和[YYYY]年[MM]月[DD]日(株主全員の同意完了日)
上記の通り、株主全員の同意により、本決議が成立したことを確認する。

令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 代表取締役 [氏名] 印 議事録作成者 [氏名] 印

【パターン②(株主総会・書面決議)の留意点】 - 株主全員の書面同意が必要(会社法第319条第1項) - 中小企業の閉鎖型会社で実務的に活用 - 株主の同意書を別途取得・保管 - 招集通知の発送・会日設定が不要(効率化)


【書式パターン③】取締役会議事録(書面決議形式)
(全取締役の同意+定款の定めがある場合)

取 締 役 会 議 事 録(書 面 決 議)
会社の正式名称は、当会社の定款第[○]条の規定及び会社法第370条の規定に基づき、取締役全員の書面による同意をもって、取締役会の決議があったものとみなす。
決議事項
第1号議案:株式譲渡承認の件
当会社株主[譲渡承認請求者氏名]より、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で提出された「株式譲渡承認請求書」につき、下記の通り本件譲渡を承認する。
	項目
	内容

	譲渡しようとする株式の数
	当会社[普通]株式 [○○○]株

	譲渡先(取得者)
	[取得者の氏名又は名称]

	譲渡先の住所
	[取得者の住所]


取締役の同意の確認
本決議事項について、当会社の取締役全員から書面又は電磁的記録による同意を取得した。監査役[氏名]から異議のない旨の確認を得た。
	取締役氏名
	同意日

	代表取締役[氏名]
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	取締役[氏名]
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	取締役[氏名]
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


みなし決議成立日
令和[YYYY]年[MM]月[DD]日(取締役全員の同意完了日)

令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 代表取締役 [氏名] 印

【パターン③(取締役会・書面決議)の留意点】 - 定款に書面決議の規定が必要(会社法第370条) - 全取締役の同意が必要 - 監査役の異議なきこと - 議事録の保管期間10年間(会社法第371条)


【書式パターン④】株式譲渡承認通知書
(承認決議後・譲渡承認請求者への通知)

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[譲渡承認請求者氏名] 殿
          [会社の正式名称]
          代表取締役 [氏名]   印
株 式 譲 渡 承 認 通 知 書
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。
貴殿より令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で当会社にご提出いただきました「株式譲渡承認請求書」につきまして、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[当会社取締役会/臨時株主総会]において、慎重審議の結果、下記の通り本件譲渡を承認いたしましたので、会社法第139条第2項の規定に基づき、ご通知申し上げます。
                記
承認内容
	項目
	内容

	譲渡しようとする株式の数
	当会社[普通]株式 [○○○]株

	譲渡先(取得者)
	[取得者の氏名又は名称]

	譲渡先の住所
	[取得者の住所]

	承認決議日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	承認の効力発生日
	同上


今後の手続
本件譲渡の手続については、別途、貴殿と取得者との間で株式譲渡契約書を締結し、当会社に株主名簿書換請求書をご提出いただきますようお願い申し上げます。
                                                敬具


【書式パターン⑤】株式譲渡不承認通知書(指定買取人指定含む)
(不承認の場合・買取請求あり)

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[譲渡承認請求者氏名] 殿
          [会社の正式名称]
          代表取締役 [氏名]   印
株 式 譲 渡 不 承 認 通 知 書
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。
貴殿より令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付で当会社にご提出いただきました「株式譲渡承認請求書」につきまして、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[当会社取締役会/臨時株主総会]において、慎重審議の結果、本件譲渡を承認しないことを決議いたしましたので、会社法第139条第2項の規定に基づき、ご通知申し上げます。
                記
不承認内容
	項目
	内容

	譲渡しようとする株式の数
	当会社[普通]株式 [○○○]株

	譲渡先(取得者)
	[取得者の氏名又は名称]

	不承認決議日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	不承認の理由
	[理由(株主の固定化・経営の安定性等)]


買取の対応
貴殿の譲渡承認請求書において、本件譲渡を承認しない場合の対応として、買取請求の意思表示がございましたので、当会社は下記の通り対応いたします。
(該当する選択を記載)
【選択肢A:会社買取の場合】 当会社は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の臨時株主総会において、会社買取を特別決議で決定いたしました。買取価格・条件等につきましては、別途協議させていただきます。
【選択肢B:指定買取人による買取の場合】 当会社は、指定買取人の氏名又は名称を指定買取人として指定いたしました。今後の買取手続については、指定買取人と協議をお願い申し上げます。
今後の手続
買取価格に関する協議が整わない場合、会社法第144条に基づき、本通知から20日以内に裁判所への売買価格決定の申立てを行うことができます。
                                                敬具

【パターン⑤(不承認通知書)の留意点】 - 期限:不承認通知から40日以内(会社買取)又は10日以内(指定買取人) - 期限経過でみなし承認(会社法第145条) - 買取価格は協議又は裁判所決定 - 重要案件は弁護士相談を強く推奨

必須6項目チェックリスト
株式譲渡承認議事録の必須6項目を整理します。
· ① 会議の特定(取締役会/株主総会・日時・場所)
· ② 出席者・議長
· ③ 議事の経過・結果
· ④ 譲渡承認請求の概要(株式数・譲渡先・条件)
· ⑤ 反対者の氏名(取締役会の場合・反対者がいる場合)
· ⑥ 署名・押印(議長・出席取締役等)

印紙税について
株式譲渡承認議事録は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 議事録は会社の内部記録であり、契約書等の課税文書ではありません。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。
· ただし、別途締結する株式譲渡契約書(課税文書)・買取契約書には印紙税が発生する場合があります(税理士相談を推奨)。

電子化の対応
株式譲渡承認議事録は、電子化により多くのメリットがあります。
電子化のメリット
· 印紙税ゼロ
· 議事録の電子保管(電子帳簿保存法対応)
· タイムスタンプ自動付与(決議日時の証拠化)
· 改ざん検知(電子署名で内容変更を防止)
· 10年間保存要件への対応(電子帳簿保存法)
· 取締役・株主の電子署名対応(対面集合不要)
· 株主の書面同意も電子化(同意書の電子取得)
· スマホからも署名OK(遠隔地の役員・株主にも対応)
· 株主名簿・株式譲渡契約書との一元管理
· 他の議事録(取締役会・株主総会)との連動

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士・司法書士監修ですが、会社の定款・株式譲渡の内容に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・司法書士にご相談ください。
必ず確認すべき事項
· 定款(株式譲渡承認機関・定足数等の特別の定め)
· 譲渡承認請求書(株式数・譲渡先・買取請求の有無)
· 決議要件(取締役会:過半数・株主総会:議決権過半数)
· 法定期限(2週間以内の決定+通知)
· 議事録の保管(10年間本店保管・会社法第371条・第318条)
· 承認通知(請求者への速やかな通知)
期限管理の重要性(みなし承認回避)
	期限
	内容

	2週間以内
	譲渡承認請求から決定+通知(これを過ぎるとみなし承認・会社法第145条第1号)

	40日以内
	不承認通知後の会社買取通知(これを過ぎるとみなし承認・第145条第2号)

	10日以内
	不承認通知後の指定買取人通知(これを過ぎるとみなし承認・第145条第3号)


決議機関の選択(会社法第139条)
	会社の種類
	原則
	例外(定款の定め)

	取締役会設置会社
	取締役会
	定款で株主総会も可

	取締役会非設置会社
	株主総会
	定款で別途定め可


書面決議の活用
中小企業の閉鎖型会社では、書面決議の活用で大幅な効率化が可能です。
	書面決議
	要件

	株主総会(会社法第319条)
	株主全員の同意

	取締役会(会社法第370条)
	全取締役の同意+定款の定め


M&A・事業承継との関係
	場面
	留意点

	M&A
	株式譲渡契約書・デューデリ・税務処理を併せて検討

	事業承継
	相続税・贈与税・遺留分への配慮

	第三者割当て
	別途、新株発行手続が必要

	少数株主の保護
	反対株主の株式買取請求権

	税務処理
	譲渡所得税・配当所得との区別


種類株式・株式の種類
	株式の種類
	譲渡承認手続の留意点

	普通株式(本テンプレ対象)
	標準的な手続

	譲渡制限株式
	本テンプレ対象(承認手続必須)

	譲渡制限なし株式
	承認手続不要

	種類株式
	定款・種類株主総会の確認


商業登記との関係
· 株式譲渡そのものは登記事項ではない(株主名簿の書換のみ)
· 役員変更・本店移転等の登記との連動に注意
· 種類株式・新株発行を伴う場合は登記必要
編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、会社の状況に応じて編集してください。
· 不要なパターンは削除可能。
· 書面決議の場合、別途、株主・取締役の同意書を取得してください。
· 重要案件・M&A関連は司法書士・弁護士に相談を推奨。
重要案件は専門家相談
· 弁護士(M&A・事業承継・買取価格決定・少数株主紛争)
· 司法書士(関連登記・株主名簿管理)
· 税理士(譲渡所得税・贈与税・相続税)
· 公認会計士(株式評価・デューデリジェンス)
· 証券会社・金融機関(株式評価・買取の協力)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省・国税庁等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、会社の定款・株式譲渡の内容・取引規模に応じた個別のカスタマイズについては、必ず弁護士・司法書士・税理士等の専門家にご相談ください。M&A・事業承継・税務上の問題が絡む譲渡では、特に専門家のレビューを強くおすすめします。譲渡承認手続の不備は、譲渡の効力・株主名簿の取扱い・後の紛争に重大な影響を及ぼすため、信頼できる専門家のサポートをご検討ください。本記事は一般的な情報提供を目的としており、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。
